















Problems with, and Future Prospects for,  
Complementary Protection in Japan
An Insight from the Principle of the Non-Discrimination Approach and  




There is a strong trend of adopting “complementary protection” as part of refugee protection policies 
in the world. Japan also grants so-called “status of humanitarian consideration” to those who fall outside 
the refugee definition under the Refugee Convention. In this paper, however, the author will argue that 
there is still much room for improvement in the complementary protection in Japan. In this part (2), it 
will continue to delineate the impact of the 2011 revision of the European Union Qualification Directive, 
and move to explain the complementary protection in Japan and its problems.
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ばならない（26条（ 1 ）、26条（ 3 ））。また、締約国は、「成人向けの就労に関連した教育の機会、
職業訓練及び実践的な職場体験といった活動」を、両者に対して確保する義務を負う（26条（ 2 ）、
（ 4 ））。しかし、難民と補完的保護の受益者との間には、就労と就労訓練等を受けられる条件にお






















（McAdam 2007: 64-65, 95-96）。
2 ．2011年改正
2. 1　改正に至る過程
2011年の改正は、ヨーロッパ共通庇護制度の構築の過程の第 2 フェーズとして行われた（Peers 
2011: 2）。2004年に開かれた、EU司法・内務政策の発展に関する「ハーグ・プログラム」において、
第 2 フェーズにおける法律の採択を2010年度までに行うという目標が設定された（Peers 2011: 2）。
この会議において、欧州委員会は、ヨーロッパ共通庇護政策の第 1 フェーズの評価をするととも
に、第 2 フェーズの措置を提案するように要請された（Commission of the European Communities 
2009b: 2）。2008年、同委員会は、『庇護に関する政策立案（Policy Plan on Asylum 3））』において、
「保護の基準の引き上げ、及びEU全体における一貫した適用の確保」による第 2 フェーズの完成を
提案した（Commission of the European Communities 2009b: 2）。2009年、同委員会は、2004年指令
の実施に関する調査・研究 4）に基づき、現行の2004年指令の問題点及び課題を分析したうえで、『国
際的保護の受益者としての第 3 国国籍者または無国籍者の資格及び地位と、付与される保護の内
容の最低基準に関する、欧州議会及び理事会指令の提案 5）』を作成し（Commission of the European 
 3） Commission of the European Communities（2008）を指す。
 4） 詳細は、Commission of the European Communities（2009b: 2-3）を参照のこと。
 5） Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on Minimum Standards for the Qualification and Status 
of Third Country Nationals or Stateless Persons as Beneficiaries of International Protection and the Content of the Protection 
Granted, COM(2009) 551 final.
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ると、2010年11月に開かれた常駐代表委員会（Permanent Representatives Committee; COREPER） 9）
で、代表の大多数が、概して難民の権利と補完的保護受益者の権利をより近づけることには賛成
しているが、就労へのアクセス、社会保障へのアクセス、ヘルスケアへのアクセス、居住許可に関




の観点から、懸念を示す代表もいた（Council of the European Union 2011: 1）。理事会は、これら





きなばらつきのあった保護の主体（actors of protection）（ 7 条）や、庇護希望者の母国内における









 6） 庇護政策分野の立法に関しては、リスボン条約（Lisbon Treaty）の発効以来、欧州議会と欧州連合理事会の共同決定手続き
（co-decision procedure）によることとなっている。
 7） 理事会、欧州議会の立場について、それぞれ、6827/11 ASILE11 CODEC237（Council of the European Union 2011）、Result 
Following the Orientation Vote（European Parliament 2011b）を参照のこと。









られることが明確化された（Peers 2012: 215）。欧州議会は、 5 項を、「母国を離れる際に家族の一
部として一緒に暮らしていた、または、当時完全にあるいは主に国際的保護の受益者に頼って生活
していた親類」に対し当該規定を適用するかについて、締約国が「決定してもよい」ではなく、「考
慮しなければならない」と修正し、保護の対象をより広範にしようと試みた（Peers 2012: 215-216; 
European Parliament 2011b: 18）。これに対し、理事会は、 1 項の家族統合の維持を「確保」する締
約国の義務を削除し、代わりに新旧 2 項部分の冒頭に「家族統合の原則を尊重すると同時に（While 
respecting the principle of family unity）」という形で挿入することで、締約国の当該義務を軽くし
ようとした（Peers 2012: 216; Council of the European Union 2011: 50）。さらに、理事会はその修
正案において、利益を受けられる家族構成員の範囲を、「国際的保護が与えられる以前に、すでに
同じ締約国に存在していた」家族という制限をつけることで、狭めようとした（Peers 2012: 216; 





関しては、少なくとも 2 年間と具体的な基準が示された 11）。また、2004年指令においては、補完的
保護受益者の家族に関しては触れられていなかったが、改正後は、その家族にも同規定が適用され
ることが明記されている（新24条 2 項）。当初の委員会の提案では、旧24条 2 項を完全に削除し、
1 項の「難民の地位」を、「国際的保護」と修正することで、補完的保護の受益者に難民と同じ権
利を与えていた（Commission of the European Communities 2009b: 36-37）。欧州議会は、委員会の
提案に賛同したが、理事会は、補完的保護受益者の家族にも居住許可を与えることを明記すること
には合意したものの、更新可能な 1 年間有効の居住許可という従来の規定を維持することを支持し
た（European Parliament 2011b: 18; Council of the European Union 2011: 51）。すなわち、改正後の












まず、就労へのアクセスの権利（新旧26条）に関して、2004年指令では 1 項及び 2 項においてま
ず難民の権利について規定し、 3 項及び 4 項で、補完的保護の受益者の権利を規定し、補完的保護
の受益者については、労働市場へのアクセスの制限を締約国に許容していた。しかし、改正後の26




















れたものの、委員会及び議会と一致していた（Council of the European Union 2011: 脚注27）。また、
「十分なヘルスケア（adequate healthcare）」として、新30条 2 項で、必要な場合には「精神障害の
治療」も提供するよう、締約国に義務付けた。
最後に、統合制度へのアクセスの権利（旧33条、新34条）について、2004年指令においては、難
 12） 但し、Peers（2012: 217）も述べているように、難民に与えられる旅行証明書は国際的条約である難民条約に基づいており、
補完的保護の受益者についてはより狭い欧州連合限定の法律に基づいているため、相互承認（mutual recognition）の点では
両者の間に差異が生じる可能性があることは否めない。
















じており、それが問題とされてきた（European Commission 2010: 15）。保護を与える基準に関わ
る規定や概念の曖昧さ、不明確さのために、締約国間でその解釈や適用において違いが生じており、
それが、各国における認定率の差や、意思決定の遅れ、また、大量の不服申し立て件数に繋がって
いると指摘もある（Commission of the European Communities 2009b: 4）。また、2011年改正後の指
令の備考部分では、認定及び保護の内容に関して締約国間での差を小さくすることにより、純粋に













 14） Recital (13) of the 2011 Directive.
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異を設け、 8 か国が補完的保護の受益者に対して居住許可の長さを制限している（2011 b: 23）。そ
の背景には、 2 つの地位に異なる保護をすることによる行政的及び金銭的負担といった側面もあ
るが（Commission of the European Communities 2009b: 11）、補完的保護の方が、難民条約に基づ
く保護よりも、その性質がより短期的なものであるという推論が誤っていたという事実があった
（Commission of the European Communities 2009a: 11; 2009b: 8）。さらに、締約国とのコンサルテー
ションの中で、チェコ共和国とルーマニアの 2 カ国が、当初は難民の権利と補完的保護受益者の権
利との間に差異を設けていたが、実際にはそのような差異を設ける根拠がないことに早期に気がつ












ていないことを挙げた（Commission of the European Communities 2009b: 3）。問題の解決のため
に、「欧州裁判所及びヨーロッパ人権裁判所の判例法により2004年指令の採択以来発展した基準と、
蓄積されたEU acquis 16）の基準の完全な適合性を確保する」ことを提案した（Commission of the 
European Communities 2009b: 3）。さらに、これに関連する事例として、委員会は、ヨーロッパ人
権裁判所のNiedzwiecki v Germany判決 17）及びOkpisz v Germany判決 18）を引用している（Commission 
of the European Communities 2009b: 脚注13）。




 15） 前号「日本における類似難民の保護の課題と展望 （ 1 ）」参照。
 16） アキ・コミュノテール（acquis communautaire）とも呼ばれ、「EU内ですべての加盟国を共に拘束する共通の権利及び義務
の総体」と定義される（庄司2003: 99）。
 17） Niedzwiecki v. Germany (Judgment) App No. 58453/00 (25 October 2005).
 18） Okpisz v. Germany (Judgment) App No. 59140/00 (25 October 2005).


































































 22） 日本の難民受け入れ制度に関して、たとえば、小泉（2010）、滝澤（2011）、本間（1990; 2005）、村上（2006）、渡邉ほか（2010）。
 23） 詳細は、次号「日本における類似難民の保護の課題と展望（ 3 ）」参照。




































 難民認定手続きの中で在留特別許可された事例については、入管法第61条の 2 の 6 第 4 項の規定により、入管法第50条が適




とができない」場合も含まれ 28）、第 1 章で紹介した補完的保護の定義、及び第 2 章で紹介した欧州
連合における補完的保護（subsidiary protection）と同様の要素を導き出すことができる。
補足資料
 28） UNHCRは、難民不認定となり在留特別許可が与えられた者に対し、情報提供を求めている（UNHCR 2005a: 5）。また、在
留特別許可を与えられる理由として考えうるものには、他に、日本国民との結婚や、日本による難民条約の狭い解釈のために、
条約難民とみなされない場合などがある（UNHCR 2011: 25）。








1978 - - - - - - - - - - - - - 3 3 - - - -
1979 - - - - - - - - - - - - - 94 2 - 92 - -
1980 - - - - - - - - - - - - - 396 50 - 346 - -
1981 - - - - - - - - - - - - - 1203 48 742 393 20 -
1982 530 67 40.4% 40 59 166 364 22 - 0 0 0 … 456 216 - 217 23 -
1983 44 63 24.0% 177 23 263 145 7 0.0% 1 22 23 … 675 395 - 248 32 -
1984 62 31 19.0% 114 18 163 44 55 0.0% 4 21 25 … 979 738 - 229 12 -
1985 29 10 22.2% 28 7 45 28 23 0.0% 35 3 38 … 730 484 - 240 6 -
1986 54 3 23.1% 5 5 13 69 5 0.0% 13 0 13 … 306 129 - 149 28 -
1987 48 6 11.5% 35 11 52 65 29 0.0% 17 6 23 … 579 262 - 291 26 -
1988 47 12 14.8% 62 7 81 31 53 0.0% 15 5 20 … 500 164 - 193 143 -
1989 50 2 6.3% 23 7 32 49 26 0.0% 43 6 49 … 461 152 - 194 115 -
1990 32 2 5.4% 31 4 37 44 23 0.0% 12 1 13 … 734 171 - 321 242 -
1991 42 1 5.3% 13 5 19 67 10 0.0% 17 8 25 … 7 780 263 - 370 147 -
1992 68 3 6.7% 40 2 45 90 36 0.0% 19 1 20 … 2 792 239 - 411 142 -
1993 50 6 10.9% 33 16 55 85 28 0.0% 14 7 21 … 3 558 97 - 300 161 -
1994 73 1 2.0% 41 9 51 107 33 0.0% 16 16 32 … 9 456 84 - 165 207 -
1995 52 1 1.8% 32 24 57 102 39 1 2.2% 35 10 46 … 3 231 30 - 85 116 -
1996 147 1 2.0% 43 6 50 199 35 0.0% 19 10 29 … 3 151 1 - 4 146 -
1997 242 1 0.9% 80 27 108 333 41 0.0% 20 25 45 … 3 157 1 - 4 152 -
1998 133 15 4.3% 293 41 349 117 159 1 1.6% 46 16 63 … 42 132 5 - 5 122 -
1999 260 13 6.3% 177 16 206 171 158 3 2.1% 113 24 140 … 44 158 1 - 5 152 -
2000 216 22 11.9% 138 25 185 202 61 0.0% 142 6 148 … 36 135 - 9 126 -
2001 353 24 6.5% 316 28 368 187 177 2 1.7% 95 18 115 … 67 131 - 40 91 -
2002 250 14 5.3% 211 39 264 173 224 0.0% 232 34 266 … 40 144 - 15 129 -
2003 336 6 1.8% 298 23 327 182 226 4 1.8% 200 15 219 … 16 146 1 - 9 136 -
2004 426 9 2.6% 294 41 344 264 209 6 3.3% 155 23 184 … 9 144 - 18 126 -
2005 384 31 9.9% 249 32 312 336 183 15 7.7% 162 18 195 … 97 88 - 19 69 -
2006 954 22 4.8% 389 48 459 831 340 12 7.0% 127 33 172 287 53 - - - - - -
2007 816 37 6.8% 446 61 544 1103 362 4 1.8% 183 34 221 428 88 - - - - - -
2008 1599 40 4.4% 791 87 918 1784 429 17 4.8% 300 34 351 506 360 - - - - - -
2009 1388 22 1.2% 1703 123 1848 1324 1156 8 2.6% 230 70 308 1353 501 - - - - - -
2010 1202 26 1.8% 1336 93 1455 1071 859 13 2.9% 325 113 451 1761 363 - - - - - 27
2011 1867 7 0.3% 2002 110 2119 819 1719 14 1.6% 635 231 880 2600 248 - - - - - 18
2012 2545 5 0.2% 2083 110 2198 1166 1738 13 1.3% 790 193 996 3342 112 - - - - - 0
?? 14299 503 4.6% 11523 1107 10935 ? 8465 113 2.7% 4015 1003 4135 2106 11319 3536 742 4372 2669 45
* ????????????????????????????????????????????????????????
* ?????????????????????????????????????????????????
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